
- 1 - 

 

 

公益財団法人防衛基盤整備協会 役員及び評議員等の 

報酬等並びに費用に関する規則 

 

 

 （目 的） 

第１条  この規則は、公益財団法人防衛基盤整備協会（以下「当協会」という。）定

款第１５条及び第３３条の規定に基づき、役員等の報酬等並びに費用に関し必要

な 事項を定め、もって、当協会運営の妥当性及び透明性の確保を図ることを目

的とする。 

 

 （定 義） 

第２条  この規則において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 (1) 公益法人法    公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

（平成１８年法律第４９号）をいう。 

 (２) 役員   理事及び監事をいい、評議員、常任評議員及び評議員選定委員

会委員長と併せて役員等という。 

 (３) 常勤役員  理事のうち、当協会を主たる勤務場所とする者をいう。 

 (４) 非常勤役員  役員のうち、常勤役員以外の者をいう。 

 (５) 報酬等  公益法人法第５条第１３号で定める報酬、賞与その他の職務遂

行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当であって、その名称のいか

んを問わない。ただし、非常勤役員等への委託契約代価を含まない。 

 (６) 費用  職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤手当、旅費（宿泊費を含

む。）及び手数料等の経費をいう。 

なお、報酬等と費用は明確に区分されるものとする。 

 

 （報酬等の支給） 

第３条  当協会は、役員等に対し次の各号に掲げる報酬等を支給する。ただし、本

人が辞退した場合はこの限りではない。 

 (１) 常勤役員には、別表第１常勤役員俸給表（月額）に基づく報酬を支給すると

ともに、当協会事業につき特別の貢献をした常勤役員については、報奨として

理事会及び評議員会決議により定めた額の報酬を支給することができる。 

(２ ) 非常勤役員のうち、非常勤理事には別表第２非常勤理事手当に定める額

を、監事には別表第３監事俸給表（月額）に定める額を支給する。 

(３) 評議員には、別表第４評議員手当に定める額を支給する。 
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(４) 定款第１３条第２項に規定する評議員選定委員（委員長を含む。）には、別

表第５評議員選定委員手当に定める額を支給する。 

(５) 評議員会に設置された委員会の長及び常任評議員には、別表第６常任評

議員等手当に定める額を支給する。 

(６) 役員等に対して、当協会から特別の任務として、当協会が設置した委員会の

委員、講師及び原稿執筆を委嘱した場合に限り、別表第７委員謝金、講師謝

金及び執筆謝金を支給することができる。また、これによりがたい場合は、理事

長が別に定める部外講師等に対する謝金の基準に基づき、支給することがで

きる。ただし、役員等に調査研究を委託する場合は、契約を締結し、相当の代

価を支払う。 

(７) 役員等には、役員賞与を支給しない。 

(８) 常勤役員の退職に当たっては、その任期に応じ、退職手当を支給する。 

(９) 非常勤理事が非常勤職員として勤務した場合は、別表第８非常勤理事の非

常勤職員手当に定める額を支給する。 

 

 （定例報酬の額の決定）  

第４条  当協会の常勤役員の定例報酬月額は、別表第１のとおりとし、各々の役員

の報酬月額は、俸給表のうちから理事長が理事会の承認を得て決めるものとす

る。 

 

 （報酬等の支払） 

第５条  常勤役員及び監事に対する定例報酬は毎月２５日とする。ただし、監事に

対する定例報酬は当人の申し出により、各月の支給額を取り纏めて当該年度の３

月２５日に支給することができる。 

２  常勤役員及び監事に対する定例報酬の支給方法は、公益財団法人防衛基盤

整備協会職員給与規則（平成２４年防基理第９号）の規定を準用する。 

３ 退職手当及び功労金は、直近の理事会の終了後速やかに支給する。 

４  非常勤理事及び評議員並びに評議員選定委員会委員の報酬は、会議終了後

速やかに支払うものとする。 

 （退職手当） 

第６条  退職手当は、常勤役員として勤務し、かつ任期満了、辞任又は死亡により

退任した者に支給するものとし、死亡により退任した者については、その遺族に支

払うものとする。 

２ 退職手当の額は、以下に掲げる計算によるものとし、理事会の承認を得て決定す

るものとする。 
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 (１) 退職の日における当該役員の報酬月額に１０分の１を乗じて得た額（千円

未満の端数は切り捨てる。）に在職月数（９６月を上限とする。）を乗じて得られ

た額を上限とする。 

 (２) 在職期間１月未満の日数は、切り捨てるものとする。 

 (３) 在職期間が１年に満たない者には、支給しない。 

３ 第１項に該当する者で、以下の各号に掲げる要件に２以上該当し、理事会がそ

の功労を認める者には、功績の内容、社会情勢及び当協会の財政事情等を考慮

し、前項の額の１０分の３を上限とする功労金を支給することができる。 

 (1) 当協会の経営基盤の強化に貢献  

  ① 勘定区分上の当期経常増減額について複数年にわたり継続的に状況を   

改善 

  ② 基本財産又は特定資産の大幅な増額を可能とし、当該状況を複数年に

わたり維持 

 (2) 社会的ニーズへの対応 

  ① 社会的ニーズに応えた新たな公益目的事業を創設し継続的に実施  

  ② 当協会の業務に関し社会的功績を挙げ、当協会の社会的地位の向上に   

貢献 

 (3) 当協会の活動の継続に貢献 

  ① 所掌事業に関し在職期間中の過半の年度において当期経常増減額に

ついて継続的に状況を改善  

  ② 業務上の事故・災害等の非常事態対応や財産保護活動の主導その他

当協会の活動の継続のために特に評価すべき貢献  

  ③ 事業構成や各種制度、財産管理等、当協会の活動の基本的枠組みの

改善に係る企画・実行のために特に評価すべき貢献  

 なお、いずれの場合であっても、該当する者が主導的に活動したことが

要件であって、主導的に活動した者と単に上下関係にあったというだけ、あ

るいは、そのポストに在籍したということだけでは該当しない。 

 

 （費 用） 

第７条 当協会は、役員等がその職務の遂行に当たって負担した費用については、

これを請求のあった日から遅滞なく支払うものとし、また、前払いを要するものにつ

いては、前もって支払うものとする。 

２ 常勤役員には、通勤に要する交通費として通勤手当を支給するものとし、その支

給は６月を単位に第５条第１項及び同条第２項の例による。 

 



- 4 - 

 

 （公 表） 

第８条  当協会は、この規則をもって公益法人法第２０条第１項に定める報酬等の

支給の基準として公表するものとする。 

 

 （改 正） 

第９条 この規則の改正は、評議員会の議決により行うものとする。 

 

 

   附  則             

１ この規則は、公益財団法人防衛基盤整備協会の設立登記の日（平成２４年４月

１日）から適用する。 

２ この規則の適用日以前に役員に選出されている者については、第６条第２項第１

号「在職月数（９６月を上限とする。）」は適用しない。 

 

附  則  

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

附  則  

この規則は、令和元年６月２６日から施行する。 

 

附  則  

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表第１ 

常勤役員俸給表 

号  俸 月   額 

１    号 １１９万１千円 

２    号 ９５万３千円 

３    号 ８７万２千円 

４    号 ７９万４千円 

                                                          

 

        

別表第２ 

非常勤理事手当 

非常勤理事 理事会１回につき１万５千円 

                                                                

  

 

別表第３ 

監事俸給表（月額） 

代表監事 ４万円 

監  事 ３万円 

                                                                

 

別表第４ 

評議員手当 

評 議 員 
評議員会又は評議員会に設置された委員会出席  

１回につき   １万５千円 

                                  

                      別表第５ 
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評議員選定委員手当 

  評議員選定委員会 委員長   会議出席１回につき２万円 

  評議員選定委員会 委員   会議出席１回につき１万５千円 

                                                                

 

  

別表第６ 

常任評議員等手当 

常任評議員   執務１日につき２万円 

評議員会に設置された委員会の長    会議出席１回につき２万円 

                                                                 

 

 

別表第７ 

委員謝金、講師謝金及び執筆謝金 

委 員 謝 金   委員会出席１回につき１万５千円  

講 師 謝 金 講師１回２時間につき１万５千円  

執 筆 謝 金   ４００字詰め原稿用紙１枚につき５００円  

 

 

 

別表第８ 

非常勤理事の非常勤職員手当 

非常勤職員手当 勤務１時間につき３千円 

 


